
       私立専修学校教育活動費補助金交付要綱  

 

 （通則）  

第 １ 条  私 立 専 修 学 校 教 育 活 動 費 補 助 金 （ 以 下 「 補 助 金 」 と い う 。 ） に つ い て は 、

補 助 金 等 交 付 規 則 （ 昭 和 ３ ２ 年 島 根 県 規 則 第 ３ ２ 号 、 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ）

に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 要 綱 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 （目的）  

第 ２ 条  県 は 、 当 該 年 度 の ４ 月 １ 日 に お い て 現 に 存 す る 私 立 学 校 法 （ 昭 和 ２ ４ 年

法 律 第 ２ ７ ０ 号 ） 第 ３ 条 に 規 定 す る 学 校 法 人 又 は 同 法 第 ６ ４ 条 第 ４ 項 に 規 定 す

る 法 人 が 設 置 す る 修 業 年 限 １ 年 以 上 で 職 業 に 必 要 な 技 術 の 教 授 を 目 的 と す る 私

立 専 修 学 校 に お け る 教 育 条 件 の 向 上 を 図 り 、 も っ て 学 校 の 振 興 及 び 人 口 の 定 住

を 促 す た め 、 私 立 専 修 学 校 を 設 置 す る 学 校 法 人 に 対 し 、 そ の 運 営 に 要 す る 経 費

の 一 部 に つ い て 予 算 の 範 囲 内 に お い て 補 助 金 を 交 付 す る も の と す る 。  

  た だ し 、 定 員 内 実 員 生 徒 数 ２ ０ 人 未 満 の 学 校 及 び 私 立 高 等 専 修 学 校 振 興 費 補

助 金  を 受 け て い る 学 校 は 対 象 外 と す る 。  

２  前 項 に 規 定 す る 私 立 専 修 学 校 （ 前 項 に よ り 対 象 外 と な っ て い る 学 校 を 除

く 。 ） の う ち 、 文 部 科 学 大 臣 か ら 職 業 実 践 専 門 課 程 の 認 定 を 受 け た 学 科 を 設 置

す る 私 立 専 修 学 校 に は 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 、 １ 校 あ た り ５ ０ 万 円 を 上 限 と

し て 補 助 金 を 加 算 す る も の と す る 。  

３  第 １ 項 に 規 定 す る 私 立 専 修 学 校 （ 第 １ 項 に よ り 対 象 外 と な っ て い る 学 校 を 除

く ｡） の う ち 、 生 徒 の 島 根 県 内 へ の 就 職 に 寄 与 し て い る 私 立 専 修 学 校 で あ っ て 、

知 事 が 別 に 定 め る 場 合 に は 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 、 １ 校 あ た り ５ ０ 万 円 を 上

限 と し て 補 助 金 を 加 算 す る も の と す る 。  

 （定義）  

第 ３ 条  こ の 要 綱 に お い て 「 一 般 運 営 費 補 助 」 と は 、 私 立 専 修 学 校 に お け る 教 育

に 係 る 経 常 的 経 費 に 対 す る 補 助 を い う 。  

 （補助金対象経費等）  

第 ４ 条  補 助 金 の 交 付 対 象 と な る 経 費 及 び 補 助 金 の 額 は 、 別 表 に 掲 げ る と お り で

あ る 。  

 （補助金の不交付）  

第 ５ 条  知 事 は 、 補 助 事 業 を 行 う 学 校 法 人 （ 以 下 「 補 助 事 業 者 」 と い う 。 ） が 次



の 各 号 の 一 に 該 当 し 、 補 助 の 目 的 を 有 効 に 達 成 す る こ と が で き な い と 認 め る 場

合 は 、 補 助 金 の 全 部 又 は 一 部 を 交 付 し な い こ と が で き る 。  

⑴  法 令 の 規 定 、 法 令 の 規 定 に 基 づ く 知 事 の 処 分 若 し く は 寄 附 行 為 に 違 反 し 、

又 は  知 事 の 指 導 に も か か わ ら ず 学 校 経 営 の 適 正 を 欠 く 場 合  

⑵  管 理 運 営 又 は 経 理 そ の 他 の 事 務 処 理 が 著 し く 適 正 を 欠 い て い る 場 合  

⑶  役 員 間 、 教 職 員 間 又 は 役 員 及 び 教 職 員 の 間 に お い て 、 訴 訟 そ の 他 の 紛 争 が

あ り 、  

学 校 運 営 の 適 正 な 執 行 を 期 し 難 い 場 合  

⑷  破 産 宣 告 又 は 銀 行 取 引 停 止 処 分 を 受 け る 等 財 政 状 況 が 極 度 に 窮 迫 し て い る

場 合  

⑸  日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団 及 び 島 根 県 私 学 教 育 振 興 会 か ら の 借 入 金 の

償 還 、 又 は 公 租 、 公 課 等 の 納 付 が 適 正 に 行 わ れ て い な い 場 合  

 （交付申請）  

第 ６ 条  補 助 事 業 者 は 、 規 則 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 、 私 立 専 修 学 校 教 育 活 動 費 補 助

金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） に 次 の 各 号 の 書 類 を 添 え て 、 知 事 が 定 め る 日 ま で

に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  補 助 金 申 請 理 由 書  

⑵  補 助 金 に 係 る 使 用 経 費 の 予 算 書 （ 様 式 第 ２ 号 ）  

⑶  当 年 度 の 資 金 収 支 予 算 書 及 び 事 業 活 動 収 支 予 算 書  

⑷  前 年 度 末 の 財 産 目 録 及 び 貸 借 対 照 表  

⑸  学 年 別 在 学 者 数 及 び 教 職 員 編 成 表 （ 様 式 第 ３ 号 ）  

 （補助金交付の条件）  

第 ７ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け る 者 は 、 自 主 的 に そ の 財 政 基 盤 の 強 化 を 図 り 、 そ の

設 置 す る 私 立 専 修 学 校 に 在 学 す る 生 徒 に 係 る 修 学 上 の 経 済 的 負 担 の 適 正 化 を 図

る と と も に 、 当 該 学 校 の 教 育 水 準 の 向 上 に 努 め な け れ ば な ら な い 。  

 ま た 、 こ の 補 助 金 は 、 第 ４ 条 に 掲 げ る 経 費 に 使 用 す る も の と し 、 こ の 目 的 以

外 に 使 用 し て は な ら な い 。 補 助 事 業 は 、 交 付 年 度 の ４ 月 １ 日 か ら 翌 年 ３ 月 ３ １

日 ま で に 完 了 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 期 間 内 に 完 了 し な い 場 合 又 は 補 助 事 業

の 遂 行 が 困 難 と な っ た 場 合 は 速 や か に 知 事 に 報 告 し 、 そ の 指 示 を 受 け な け れ ば

な ら な い 。  

 （計画変更の承認）  



第 ８ 条  補 助 事 業 者 は 、 次 の 各 号 の 一 に 該 当 す る 場 合 に は 、 あ ら か じ め 変 更 承 認

申 請 書 （ 様 式 第 ４ 号 ） に 関 係 書 類 を 添 え て 知 事 の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 た だ し 、 交 付 決 定 を 受 け た 補 助 金 の 額 に 変 更 を き た さ な い 場 合 で 、 軽 微 な も

の に つ い て は こ の 限 り で は な い 。  

⑴  補 助 事 業 に 要 す る 経 費 の 配 分 を 変 更 す る と き 。  

⑵  補 助 事 業 の 内 容 を 変 更 す る と き 。  

 （補助事業の中止又は廃止）  

第 ９ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 を 中 止 し 、 又 は 廃 止 し よ う と す る と き は 、 知 事

の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 （状況報告及び調査）  

第 10 条  知事は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、協力者等又は

学校設置者に対し報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又

はその職員に調査させることができる。  

 （実績報告）  

第 11 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 が 完 了 し た と き は 、 規 則 第 １ ０ 条 の 規 定 に よ り 、

私 立 専 修 学 校 教 育 活 動 費 補 助 金 実 績 報 告 書 （ 様 式 第 ５ 号 ） に 次 の 各 号 の 書 類 を

添 え て 、 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 年 度 の 翌 年 度 の ５ 月 １ ５ 日 ま で に 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

⑴  補 助 金 に 係 る 使 用 経 費 の 計 算 書 （ 様 式 第 ６ 号 ）  

⑵  当 該 年 度 の 資 金 収 支 計 算 書 及 び 事 業 活 動 収 支 計 算 書  

 （補助金の交付）  

第 12 条  知 事 は 、 必 要 が あ る と 認 め ら れ る と き は 、 概 算 払 に よ り 補 助 金 を 交 付 す

る こ と が で き る 。  

２  補 助 事 業 者 は 、 補 助 金 の 支 払 を 受 け よ う と す る と き は 、 島 根 県 私 立 専 修 学 校

教 育 活 動 費 補 助 金 概 算 （ 精 算 ） 払 請 求 書 （ 様 式 第 ７ 号 ） を 知 事 に 提 出 し な け れ

ば な ら な い 。  

 （財産の処分の制限）  

第 13 条  規 則 第 １ ３ 条 第 １ 項 第 ４ 号 の 規 定 に よ る 知 事 が 指 定 す る 場 合 は 、 取 得 価

格 又 は 効 用 の 増 加 し た 価 格 が ５ ０ 万 円 以 上 の も の と す る 。  

２  規 則 第 １ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 知 事 の 定 め る 期 間 は 、 減 価 償 却 資 産 の 耐 用

年 数 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 ４ ０ 年 大 蔵 省 令 第 １ ５ 号 ） の 例 に よ る 。 た だ し 、 財



産 の 処 分 に つ い て あ ら か じ め 知 事 の 承 認 を 得 た 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

３  処 分 を 制 限 さ れ た 財 産 に つ い て 、 他 の 用 途 に 使 用 す る 場 合 、 又 は 譲 渡 し 、 交

換 し 、 貸 し 付 け 若 し く は 担 保 に 供 す る 場 合 に お い て は 、 知 事 が 別 に 指 示 す る 方

法 に よ り 、 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 （会計基準）  

第 14 条  補 助 事 業 者 は 、 学 校 法 人 会 計 基 準 （ 昭 和 ４ ６ 年 文 部 省 令 第 １ ８ 号 ） に 従

い 、 会 計 処 理 を 行 い 、 財 務 計 算 に 関 す る 書 類 を 作 成 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ 県内中小企業への優先発注）  

第 15 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 の 実 施 に 際 し 、 物 品 及 び 役 務 の 調 達 等 を 行 う 場

合 に は 、 県 内 中 小 企 業 者 へ 発 注 す る よ う 努 め る も の と す る 。  

 （書類の保管）  

第 16 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 に 関 す る 収 入 及 び 支 出 を 明 ら か に し た 帳 簿 を 備

え 、  

当 該 帳 簿 及 び 証 拠 書 類 を 補 助 事 業 の 完 了 の 日 の 属 す る 年 度 の 終 了 後 ５ 年 間 保 存

し な け れ ば な ら な い 。  

 

   附  則  

 こ の 要 綱 は 、 平 成 ９ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

   附  則  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 ２ ５ 日 か ら 施 行 す る 。  

２  第 ２ 条 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 の 規 定 は 、 平 成 ３ １ 年 ３ 月 ３ １ 日 限 り で そ の 効 力 を

失 う 。  た だ し 、 同 日 以 前 に 交 付 を 受 け た 補 助 金 に つ い て は 、 当 該 補 助 金 に 係

る 実 績 報 告 そ の 他 の 必 要 な 手 続 き に 関 す る 規 定 は 、 同 日 以 後 も な お そ の 効 力 を

有 す る 。  

   附  則  

この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。  

   附  則  

この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。  

 



 別  表   （ 第 ４ 条 関 係 ）  

 １  補 助 対 象 経 費  

 

（１）一般運営費補助 

学校法人会計基準第１０条別表１に掲げる科目のうち、次の各号

に該当する経費。 

ただし、国及び県の他の補助金の交付の対象となる経費を除く。  

 ①人件費支出（ただし、役員報酬及び退職金を除く。）  

 ②教育研究経費支出（ただし、奨学費及び補助活動に要する経

費を除く。） 

 ③管理経費支出 

 ④借入金等利息支出 

 ⑤設備関係支出（ただし、校地、校舎等施設の整備は除く。）  

（２）補助金の額 

補助金の額は知事が定める基準により算出した金額とする。  



 私 立 専 修 学 校 教 育 活 動 費 補 助 金 交 付 基 準  

 

１ ． 対 象 校  

 当 該 年 度 ５ 月 １ 日 現 在 に お け る 生 徒 数 が ２ ０ 人 以 上 の 学 校 (定 員 内 実 員 ) 

 た だ し 、 学 校 法 人 及 び 準 学 校 法 人 の 設 置 し た 学 校 で あ る こ と 。  

２ ． 交 付 基 準  

 予 算 総 額 を 各 学 校 の 生 徒 数 に 応 じ て 配 分 す る 。  

 

※ 「 生 徒 数 」 と は 、 交 付 年 度 ５ 月 １ 日 現 在 の 総 生 徒 数 と し 、 総 実 員 に 対 し 、 補 助

す る 。  

（ 専 修 学 校 に つ い て は 、 生 徒 数 が 減 少 傾 向 に あ り 経 営 が 困 難 で あ る こ と 及 び 人 口

定 住 に 資 す る た め 、 よ り 生 徒 の 増 を 図 っ て も ら う 必 要 が あ る こ と な ど か ら 、 一 条

校 よ り も 生 徒 数 に 対 す る 規 制 を 緩 や か に 考 え た 。 ）  


